































































































































































































































































写真2 床トラス 図10 光ダクト断面（桁方向）
図11 光ダクト実験模型（1/10） 図12 採光部側面の形状図9 光ダクトのイメージ図
③1.0m，④2.0mの導光部の照度測定点および外壁から
1.5m間隔で設けた放光部の照度測定点①・～④・を示す。
室内窓面のブラインドを下ろし，光源は60Wの電球型蛍
光灯を用いた。蛍光灯を点灯しないときの机上面の水平面
照度は6lx，光ダクト設置高さから－2.0mの位置で4lx
であった。蛍光灯を点灯したときの光ダクト設置位置の水
平面照度は3300lx，光ダクト設置高さから－2.0mの位
置で1100lxの一定の照度を保ち，机上面照度を測定した
位置に光ダクトの採光部を配置して実験した。
（4） 測定機器
デジタル照度計（ミノルタ T1） 1台
5.2 実験結果および考察
（1） 採光部の形状
側面の形状の違いによる採光部の水平面照度を比較する
と，90°で243lxに対し，45°では3360lxと13.8倍の差
があった。横型の光ダクトであるため，90°では採光量が
少なく，光ダクト内の照度の測定には，採光部側面の形状
が45°の模型を使用した。
（2） 光ダクト内の照度
人工照明による採光部の照度は一定になるように設置し，
各点で測定した照度は，3回の平均値を用いた。採光量は
導光部の距離によって減少する。各点で得られる採光量を
採光率として，採光部の照度に対する導光部内各点の照度
の割合を式3に示す採光率から求めた。
採光率（％）＝
各測定点の照度
採光部の照度
・100 …式3
図14に採光部からの距離と導光部と放光部の照度およ
び採光率を示す。
導光部の照度は，採光部から0.5m，1.0m，2.0mの距
離の採光率はそれぞれ62％，37％，16％であった。
放光部の照度は採光部の照度に対して，測定点①・～④・
の採光率は49％，13％，5.0％，2.0％であった。光の反
射回数に加え，放光部が設置されているため，採光率が低
下している。
（3） 全天空照度と放光部の照度
図15に全天空照度11）と放光部の照度を示す。採光率を
用いて，想定される外部の全天空照度から各放光部の照度
を求めた。天空の状態が特に明るい日は，室内の各点の机
上面の照度は基準値を上回るが，外部を見たときのまぶし
さと室内の暗さの差によって，照明を点灯することにつな
がる。全天空照度が特に明るい日の50000lxのとき，測
定点④・の照度は1050lxとなった。また，非常に暗い日で
2000lxのときに40lxとなるが，天空光による昼光の利
用によって照明の使用頻度を減らすためには，光ダクトの
配置数を増やすことでその効果が見込まれる。
5.3 光ダクトの導入について
模型実験では人工照明を用いて，光ダクトの採光部の照
度を基準に導光部および放光部の明るさを求めた。実際は
昼光利用のため，季節による太陽高度や天候の変化によっ
て直射光と天空光が採光部の光量に影響する。天空光につ
いては，必要箇所への導入が見込めるが，枠組壁工法のト
ラス床部分への設置を想定しているため，光ダクトは横型
となる。今回の実験では，採光部の反射板角度を水平とし
たため，採光部から導光部への光の進入角度は太陽高度と
同じ角度で変化する。また，放光部からの採光について，
昼光であることを認識できるものにするかなど，グレアを
生じさせない工夫と心理的な効果についても検討していく
必要がある。
6.昼光利用による照明用エネルギー削減効果
図16に昼光利用による必要照度と電力量削減率を示す。
天空光照度は暗い日を想定して5000lxとした。学校環境
衛生基準8）で定める教室の照度は，500lx以上が望ましい
とされている。そこで，教室内の平均照度を500lxを所
要照度とし，第4項で実測したcase1～3と，第5項で検
討した光ダクトによる昼光を利用したときの各教室内の最
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図14 導光部放光部の照度および採光率
図15 全天空照度と放光部各点の照度
低照度との差を必要照度とした。
教室の寸法は間口7.3×奥行9.1×高さ2.7mとし，人
工照明は埋込み型の蛍光灯2本/台，蛍光ランプは40W，
光束3000lmとした。天井，壁の反射率は内装材に木材を
使用することを想定して50％とし，照明率0.61，保守率
0.73で計算した。平均照度500lxを確保するために必要
となる照明用エネルギーに対し，昼光照明を利用した場合
の電力量削減率（％）を式4から求めた。
消費電力削減率＝
・En・Em・
・FUM・W・
・100 …式4
このとき，En :所要照度（＝500lx）
Em :各環境調整技術の教室内最低照度（lx）
F:ランプ光束（lm/本）
U:照明率（－）
M:保守率（－）
W:電力消費（W）
とする。
case3の北側採光は均斉度が高く，教室内の照度分布が
均一であったが，電力量削減率も高く，人工照明を抑えら
れる。光ダクトの電力量削減率は，天空光照度5000lxに
おいては，10.4％であった。
7.まとめ
枠組壁工法の小学校建築に取入れる環境調整技術につい
て，現状の教室の光環境の把握，枠組壁工法に組込む光ダ
クトの検討を行った。設計への反映点として下記の項目が
あげられる。
（1） 教室の光環境
・北側の窓面積を大きく，北側採光または，北側に光庭を
設け，南面の窓面積を小さくする。
・直射光の入射を防ぎ，全天空光照度を取込むことで，教
室内の均斉度が高くなり，照度分布が均一になる。
・人工照明の利用が減り，照明用エネルギーの削減につな
がる。
・夏季は南側の直射日光を抑えることで，熱的にも有利で
ある。
（2） 床トラス間の光ダクトの導入
・学校建築における照明用エネルギー削減。
・1カ所のダクトでは，電力削減率からも効果が低く，
1教室当たりの光ダクトの配置数の検討が必要である。
小学校全体の教室数を合わせて，人工照明による消費電
力の削減効果は見込める。
・まぶしさを抑える放光部の工夫，光ダクト内部の高反射
材のコストやメンテナンスの検討が必要である。
・光ダクトの採光部は外壁から1.0m突出した形状となる
が，南側に熱的な緩衝空間を設け，その上部を利用する
ことを検討している。
8.今後の研究課題
昼光照明の利用には，屋外の天空光の変動に伴い，人工
照明と比較して一定の限度がある。しかし，照明用エネル
ギーの削減以上に，在室者の心理生理的な効果として快
適性の向上があげられる。また，過度の昼光照明の利用は，
冷房負荷の増加につながるため，温熱環境とのバランスが
重要である。
本報では，教室内の光環境について報告したが，枠組壁
工法2階建の教育施設の熱および光環境についてもすでに
実測しており，その南側緩衝空間の効果についてまとめる
予定である。
また，今後は小学校建築のモデルプランの詳細設計と検
証，従来型のRC造との比較を行う。
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図16 昼光利用による照明用エネルギー削減効果
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